青少年健全育成推進事業補助金交付要綱を次のように定める。

平成２２年３月３１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みよし市青少年健全育成推進協議会
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　会長　　秋　松　成　喜
青少年健全育成推進事業補助金交付要綱　　案
 (通則)

第１条　みよし市青少年健全育成推進協議会(以下「協議会」という。)は、地区青少年健全育成推進協議会、地区ジュニアクラブ育成会、校区ジュニアクラブ育成会及び三好高校健全育成連絡協議会(以下「地区団体」という。)に対し、青少年健全育成対策の促進を図るため、地区団体が行う青少年健全育成事業の実施に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、その交付に関してはみよし市補助金等交付規則に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。
(補助事業)

第２条　前条に規定する事業(以下「補助事業」という。)は、以下のとおりとする。
(1)　青少年健全育成に関する広報啓発事業
(2)　青少年健全育成に関する活動事業
(3)　青少年社会参加促進事業
(4)　青少年団体・グループ育成事業
(5)　青少年指導者養成事業
(6)　青少年保護・補導活動事業
(補助対象経費)

第３条　補助事業の対象となる経費(以下「補助金対象経費」という。)は、補助事業に要する経費のうちの以下のとおりとする。
(1)　報償費（講師謝礼、賞賜金品等）
(2)　消耗品費（事務用品費、燃料費、賄材料等）
(3)　印刷製本費（資料印刷、写真の現像焼き増し等）
(4)　役務費（郵送料、電話代、手数料、イベント保険代等）
(5)　使用料・借上料（通行料、駐車場使用料、施設・物品・車両等の利用料又は借上料等）

(経費の流用の禁止)

第４条　前条に規定する補助対象経費は、他の事業費として流用してはならない。ただし、会長が必要と認めた場合は、この限りではない。
(補助金の交付条件)
第５条　補助金の交付にあたり、原則として他の補助事業と重複しないことを条件とする。
 (補助金の交付)

第６条　補助金は、交付申請書受理後２か月以内に当該地区団体に全額を交付する。
(補助金の返還)

第７条　地区団体は、補助事業の変更に起因し、補助対象経費が補助金額を下回った場合は、その差額に相当する補助金を補助事業が完了する日までに協議会に返還しなければならない。
 (実績報告の期日)

第８条　補助事業の実績報告は、補助事業が完了した日から１か月を経過した日または当該年度の末日までのいずれか早い日までに行わなければならない。
 (書類の提出)

第９条　この要綱により提出する書類については、青少年担当課に提出するものとする。
(委任)

第１０条　この要綱に定めるもののほか、必要な事項は会長が別に定める。
 　　　附　則
この要綱は、平成２２年４月１日より適用する。
地区青少年健全育成推進協議会等補助金交付要綱は、廃止する。

平成２２年３月３１日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　みよし市長　　久 野　知 英
附　則
この要綱は、平成２２年４月１日より適用する。
